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開発協力適正会議 

第34回会議録 
 

 

平成29年6月27日（火） 

外務省南庁舎  8階893会議室  

 

 

《議題》 

 

1 報告事項 

(1) 委員の任期延長について 

(2) ミャンマー「行政能力強化」（技術協力） 

2 プロジェクト型の新規採択調査案件 

(1) インド「ウミアム第 3 水力発電所改修計画準備調査」（プロジェクト形成

（有償）） 

(2) インド「トゥルガ揚水発電所建設計画準備調査」（プロジェクト形成（有

償）） 

(3) マラウイ「リロングウェ市変電所改修計画準備調査」（プロジェクト形成

（無償）） 

(4) タンザニア「キネレジ－ウブンゴ電力供給強化計画準備調査」（プロジェ

クト形成（有償）） 

(5) フィリピン「マロロス－クラーク鉄道計画準備調査」（プロジェクト形成

（有償）） 

(6) フィリピン「南北鉄道計画南線（通勤線）準備調査」（プロジェクト形成

（有償）） 

3 事務局からの連絡 
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午後２時５９分開会 

1 報告事項 

〇 小川座長 それでは、皆様、おそろいのようですので、第３４回「開発協力適正会議」

を始めさせていただきたいと思います。 

   お忙しい中、お集まりいただきまして、ありがとうございます。 

   本日の会議におきましては「１ 報告事項」「２ プロジェクト型の新規採択調査

案件」４件の議論に続きまして、外務省側から、事前に提案があったとおり、フィリ

ピン「マロロス－クラーク鉄道計画準備調査」及びフィリピン「南北鉄道計画南線（通

勤線）準備調査」についての議論をお願いいたします。 

   通常よりも議題が多いですが、議事進行に御協力をお願いしたいと存じます。 

   それでは「１ 報告事項」として、（１）委員の任期延長について、外務省の説明

者から、御報告をお願いいたします。 

 

(1) 委員の任期延長について 

〇 山本（外務省国際協力局開発協力総括課長） 外務省の総括課長の山本です。よろし

くお願いします。 

   委員の任期延長について、御説明したいと思います。 

   開発協力適正会議は、平成２３年１０月に第１回会合が開催され、間もなく６年が

経過しようとしております。 

   委員の皆様の中には、最近、委員に就任された方もいれば、会議の設立時から委員

を務めていただいている方も４名いらっしゃいますが、どの委員の方にも、毎回、有

意義な助言をいただいていると思います。感謝申し上げます。ＯＤＡの質と透明性の

向上に協力いただいていることは、非常にありがたいことだと思っております。 

   本会議の委員の任期につきましては、これまで開催要領にて、連続６年間までの延

長を可能とする旨、規定しておりました。 

   このたび、連続任期については、平成１１年閣議決定による審議会等の整理合理化

に関する基本的計画に沿って、他の会議などの連続任期とあわせることとし、連続１

０年間までの任期延長を可とすると、変更することといたしました。 

   改定版は、本日の配付資料の別添１－１でお配りしているとおりでございます。 

   事務局としては、これを踏まえて、本年８月に、連続任期６年を満了する４名の委

員の皆様の任期を、２年間延長していただくことを依頼しまして、４名の委員皆様か

ら、御快諾をいただいたところでございます。４名の皆様には、今後２年間、改めて

御協力をよろしくお願いしたいと考えております。 

   以上でございます。 
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〇 小川座長 ただいまの御報告について、委員側から、御意見、御質問があれば、お願

いいたします。よろしいでしょうか。 

   ありがとうございます。 

 

(2) ミャンマー「行政能力強化」（技術協力） 

〇 小川座長 続きまして「１ 報告事項」の（２）ミャンマー「行政能力強化」（技術

協力）について、外務省の説明者から御報告をお願いいたします。 

 

〇 石丸（外務省国際協力局国別開発協力第一課首席事務官） 外務省の国別開発協力第

一課の石丸と申します。よろしくお願いいたします。 

   対ミャンマー技術協力候補案件「行政能力強化」について、御説明申し上げます。 

   案件の概要を説明させていただきますと、本件は、ミャンマーの行政官を日本国内

の大学院に留学せしめて、公共政策、防災、地域開発等を含む、経済社会開発分野で

の政策の立案・実施に必要な人材育成を支援するものであって、近く募集をかける予

定でございます。 

   同国の民主化と経済改革を推進する上では、これらの分野での政策立案・実施にお

いて、中核となる人材育成が急務である現状に鑑みて、ミャンマー政府から、昨年度

実施した研修事業の継続について、要望があったものであります。 

   若手中堅行政官１５名程度を想定しておりまして、想定される参加候補者について

は、現在、ミャンマー政府に確認中です。 

   ミャンマー政府機関においては、軍籍を有する行政官が一定程度存在して、それぞ

れ重要な役割を果たしている現状に鑑みて、昨年度同様、ミャンマー政府から要請の

あった場合には、軍籍を有することのみをもって、排除することはしない方針であり

ます。 

   研修分野自体、公共政策・行政分野、防災、地域開発を含む経済社会開発分野や、

優先開発課題の分野等、非軍事目的のものですけれども、研修内容が軍事目的に利用

されないよう、しっかりとフォローしてまいりたいと思っています。 

   以上です。 

 

〇 小川座長 どうもありがとうございます。 

   ただいまの御説明について、委員側から、御意見、御質問がありましたら、御発言

をお願いしたいと思います。よろしいでしょうか。 

   どうもありがとうございました。 

    

2 プロジェクト型の新規採択調査案件 
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〇 小川座長 それでは「２ プロジェクト型の新規採択調査案件」について、審議に入

っていきたいと思います。 

   本日、取り上げます案件は、事務局から提出された新規採択案件１１件のうち、イ

ンド、マラウイ、タンザニアの４件、それに加えまして、フィリピンの２案件を追加

いたしまして、合計６案件であります。 

   なお、フィリピンの２案件につきましては、外交上の理由から、急遽、本会議には

かりたいということで、先週、外務省より、案件概要書が追加で送付されたものであ

ります。 

   事前のコメントは、委員からいただいておりますが、事前のコメントにとどまらず、

御議論をいただきたいと思います。 

   進め方としては、これまでと同様、説明者から、案件の簡潔な概要の説明及び委員

のコメントに対する回答を行っていただき、その後、議論を行うことにしたいと思い

ます。 

    

(1) インド「ウミアム第 3 水力発電所改修計画準備調査」（プロジェクト形成

（有償）） 

〇 小川座長 早速ですが、最初の案件に入っていきたいと思います。 

   インド「ウミアム第３水力発電所改修計画準備調査」プロジェクト形成（有償）に

ついて、説明者から、案件の概要の説明及び委員のコメントに対する回答をお願いい

たします。 

 

〇 石井（外務省国際協力局国別開発協力第二課首席事務官） 国別開発協力第二課の石

井でございます。 

   本日は、適正会議で、インドの円借款２案件につきまして、説明の機会をいただき

ましたので、まずは現在の日印関係につきまして、簡単に概況を説明させていただき

たいと思います。 

  ● インドは、日本と普遍的価値観を共有するインド太平洋地域の主要国の１つであ

りまして、首脳の年次相互訪問も行われているなど、両国の関係強化が着実に進

んでおります。 

     特にアジアとアフリカという２つの大陸をつなぐインド洋に面しまして、シー

レーンの中央に位置するインドは、我が国が掲げる自由で開かれたインド太平洋

戦略の鍵となる国でありまして、同国への支援は、戦略的観点からも、非常に重

要であると考えております。 

     また、モディ首相は、東アジアとの連携を強化するアクト・イースト政策を提

唱しておりまして、２０１６年１１月の首脳会談では、安倍総理が自由で開かれ
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たインド太平洋戦略とアクト・イースト政策を連携させ、インド太平洋地域の繁

栄と安定を主導していきたいという旨を述べております。 

     モディ首相は、アクト・イーストの起点となる北東州の開発に力を入れており

まして、日本に対しても、北東州開発におけるパートナーになってほしいとの強

い期待を示しております。 

  ● 今回の開発協力適正会議では、これら北東州支援に関連する円借款２案件の協力

準備調査について、御説明を申し上げます。 

     １件目、ウミアム第３水力発電所改修計画の協力準備調査につきまして、概要

を申し上げます。 

     本件は、北東州の１つである、メガラヤ州ウミアム川流域におきまして、３０

メガワット２基分のウミアム第３水力発電所を改修するものでございます。 

     メガラヤ州は、石炭、ガスなどの天然資源が豊富でありまして、産業開発のポ

テンシャルを有し、また、インドにおける最大の降水量、年間平均１万２，００

０ミリを記録するなど、地形・気候的に豊富な水力資源を有しておりますが、イ

ンフラが未整備であるため、州内の水力発電ポテンシャルを生かし切れず、慢性

的に深刻な電力不足に陥っています。このような背景から、インド政府から我が

国に対して、ウミアム第３水力発電所の改修に対する協力の要請が接到いたしま

した。 

     本件実施を通じて、電力インフラを改善し、同州の経済の発展に寄与すること

は、北東州支援にかかるインド政府からの期待に応える具体的な取り組みとして

も、重要な意義を持つと考えております。 

     以上、簡単ではございますが、本件の概要を説明申し上げました。 

  ● 続いて、委員の皆様から、事前にいただきました質問の一部に対して、回答させ

ていただきます。 

     荒木委員より、同州の経済発展として、本計画がどのような産業に寄与するか

について、御質問をいただいております。 

     ウミアム第３水力発電所は、メガラヤ州の発電設備容量全体の１２％を占める

ことから、本件実施を通じまして、同州全体の安定的な電力供給に貢献すること

が期待され、同州では、農業のほか、製造業が盛んであることから、食品加工業

等の発展に寄与すると考えられます。 

  ● 皆様からいただいた、残りの御質問につきましては、ＪＩＣＡから回答させてい

ただきたいと思います。 

 

〇 稲田（ＪＩＣＡ南アジア部南アジア第一課長） ＪＩＣＡ南アジア部の稲田と申しま

す。 

   それでは、ウミアム第３水力発電所改修計画につきまして、いただきました事前質
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問について、回答いたします。 

  ● 荒木委員からいただきました御質問で、新規石炭火力発電所建設は行わずに、再

生可能エネルギーの導入を始めるとありますが、水力発電以外に、どういう再生

可能エネルギーを考えているのでしょうかという御質問です。 

     回答ですが、主に太陽光発電を想定しているものです。インド中央電力庁によ

り発表されました、電源開発計画案によりますと、２０２１年までに、全国で１

７万５，０００メガワットの再生可能エネルギーの導入を目標としておりますが、

その内訳は、太陽光が１０万メガワット、５７％、風力が６万メガワット、３４％、

バイオマスが１万メガワット、６％、小規模水力が５，０００メガワット、３％

となっております。 

     また、本事業が行われます、メガラヤ州単独で見た場合でも、２１１メガワッ

トの導入目標に対し、太陽光が１６１メガワットで７６％、小規模水力が５０メ

ガワット、２４％を占めております。 

  ● 続きまして、松本委員からの御質問ですが、老朽化して、発電効率が落ちている

ような発電所を改修するという発想はいいことだと思う。この改修によって、同

発電所の発電能力は、どのくらい改善が見込まれるのかという御質問でございま

す。 

     回答ですが、現在、１台の発電タービンが故障により停止中だが、改修により、

運転再開による３０メガワットの発電能力の増加につながると想定されておりま

す。また、その他改修を経ることで、発電所全体としての総発電能力は、６０メ

ガワットが見込まれております。 

  ● もう一つ、質問がございまして、ウミアム水力発電所改修事業の第三者評価によ

ると、２０００年以降、降雨量が計画よりかなり低い状態が続いているという問

題には、どう対応するのか。降雨量の問題は、過去の類似案件の教訓と、本事業

への適用の中で、触れておくべきだったのではないかという御質問です。 

     回答ですが、今後、実施します協力準備調査におきまして、発電容量の感度分

析を行う際に、降水量の下振れリスクも考慮に含む予定でございます。また、右

を踏まえまして、事業のフィージビリティーを再検証いたします。また、降雨量

にかかる問題につきましては、過去の類似案件の教訓と本事業への適用に追記さ

せていただきます。 

  ● 続きまして、岩城委員からの御質問で、本案件によるメガラヤ州における電力不

足改善への貢献度合いは、どのようになっているのか。既存の発電所改修だけで

はなく、同州の水力ポテンシャルを生かした、新たな電源開発が必要なのではな

いかという御質問です。 

     お答えとしましては、具体的な貢献度合いにつきましては、今後、調査の中で、

詳細を確認させていただきます。 



7 

 

     なお、メガラヤ州の総発電設備容量が約５００メガワット、水力のみですと、

約３５０メガワットでございますが、今次改修対象施設の発電設備容量が６０メ

ガワットと、約１２％を占めることを考えますと、改修による貢献度合いは大き

いと考えております。 

     メガラヤ州を含む北東州は、財政余力が少なく、特別州、スペシャルカテゴリ

ーステーツとして、借り入れに際し、インド中央政府による支援を必要とする状

況でございます。一気に大規模開発を進めるには、依然ハードルが高く、本件も

まずは既設設備の改修により、状況改善を図るものです。 

     一方、同地域における水力発電の開発は、継続的課題であり、同地域の経済発

展やインド政府側からの要望等を踏まえつつ、支援の可能性を検討してまいりた

いと考えております。 

  ● 次の御質問ですが、これまでの同州の水力発電所改修計画は、どこの国の企業が

受注しているのか。ＳＴＥＰなど、日本企業が受注しやすくなるスキーム適用を

お願いしたいということです。 

     回答ですが、ウミアム第３水力発電所改修事業及びウミアム第２水力発電所改

修事業では、主な納入機器は、日本の東芝が受注されておられました。既設機材

の製造者が同社であったことが、要因と考えられます。 

     一方、本事業におきましては、既設の発電機材は、インドのバーラト重電機社

が納入済みでございますので、納入に当たっては、既設製造者に優位性がありま

すので、本邦企業の受注する確度は低いと考えております。 

     一方、同州を含む北東州地域は、ほかの州に比べまして、開発がおくれており

ます。この地域の開発は、日本とインド、両政府ともに重視しておりまして、日

本企業の受注有無にかかわらず、日本が支援する意義は高いものと考えておりま

す。 

  ● 次の御質問ですが、世界銀行及びアジア開発銀行（ＡＤＢ）との連携を図ってい

ただきたいという点でございます。 

     こちらにつきましては、協力準備調査を通じまして、情報収集、情報交換を行

い、連携の可能性について、探っていきたいと考えております。 

  ● 次に、高橋委員からの御質問でございます。水力ポテンシャル３，５００メガワ

ットに対し、現状３５０メガワットと大きな差があるが、本案件で３０メガワッ

ト掛ける２基にとどまっているのは、どのような理由からかという御質問でござ

います。 

     お答えですが、同州における電源開発は、継続的な課題ではございますが、地

域の電力需要の見通し、電力グリッド運営の効率性、同州の財政余力に鑑みまし

ても、大規模発電所の開発を一気に進めるのは困難であり、ステップ・バイ・ス

テップの開発が必要だと考えております。 
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     本件は、新規開発に比較しても、取り組みが比較的容易である既設改修案件で

ある一方、大きな効果が期待できるものであり、早急に取り組むべき案件として、

インド政府より要請があったものでございます。 

     以上です。 

 

〇 小川座長 どうもありがとうございます。 

   ただいまの説明者からの説明に対して、委員から追加の御意見、御質問がありまし

たら、お願いいたします。よろしいでしょうか。 

    

(2) インド「トゥルガ揚水発電所建設計画準備調査」（プロジェクト形成（有

償）） 

〇 小川座長 今日は、案件がたくさんありますので、先に進ませていただきたいと思い

ます。 

   ２番目のインド「トゥルガ揚水発電所建設計画準備調査」プロジェクト形成（有償）

について、説明者から、案件の概要の説明及び委員のコメントに対する回答をお願い

いたします。 

 

〇 石井（外務省国別開発協力第二課首席事務官） インド円借款、トゥルガ揚水発電所

建設計画の協力準備調査につきまして、概要を申し上げます。 

  ● 本件は、インド東部西ベンガル州プルリア郡におきまして、２５０メガワット４

基分の揚水発電所を建設するものです。 

     インド東部に位置する西ベンガル州は、全国第４位の人口約９，０００万人を

擁しまして、日本企業も約１９０の拠点を構えているなど、さらなる経済発展が

見込まれております。今後の電力需要の増加に対応するため、同州内の再生可能

エネルギーの活用を含む、安定的な電力供給が求められております。 

     このような背景から、インド政府から我が国に対して、トゥルガ揚水発電所の

建設に対する協力の要請が接到いたしました。 

     現在、揚水発電の使用につきましては、インド政府は、可変速揚水発電システ

ムの導入を検討しておりまして、同システムでは、きめ細やかな発電が可能とな

ることから、他の再生可能エネルギー発電と柔軟に接続することによって、本件

実施を通じて、同州全体の系統安定化に寄与することが期待されます。 

  ● 同システムにつきましては、日本企業に技術優位性があることが確認されており、

本件の実施を通じまして、質の高いインフラ輸出につながることが期待されてお

ります。 

     経済産業省資源エネルギー庁は、日印エネルギー対話を通じまして、日本企業
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の優位性について、インド側に働きかけを行っております。 

     以上、簡単ですが、本件の概要を説明申し上げました。 

  ● 続いて、委員の皆様からいただいた質問の一部に対して、回答させていただきま

す。 

     松本委員から、本計画と北東州開発のつながりにつきまして、御質問いただい

ております。 

     西ベンガル州は、インド北東州へのゲートウエーとされておりまして、本件の

実施によりまして、同州全体への安定的な電力供給を通じまして、同州の安定的

な経済成長に寄与することは、北東州開発の観点からも、重要な意義を持つと考

えております。 

  ● 次に、委員の皆様からいただいた残りの御質問に対しましては、ＪＩＣＡから回

答させていただきたいと思います。 

 

〇 稲田（ＪＩＣＡ南アジア第一課長） それでは、ＪＩＣＡから、残りの質問に対して、

回答させていただきます。 

  ● 荒木委員からの御質問で、揚水発電が電力需給変動への対応力強化とは、どうい

うことを意味しているのですか、説明してくださいという点でございます。 

     お答えですが、電力は蓄積が困難なため、周波数を一定に保つためには、電力

事業者は、常に変動する電力需要にあわせて、供給する発電量を一致させる必要

がございます。揚水式発電は、短時間での機動停止が容易であり、負荷の変動に

対応し、出力を微修正する能力にたけております。これを負荷追従性が高いと表

現いたします。このため、需要量、供給量、両面での調整が可能となり、電力需

給変動に対する調整能力が向上されると期待されます。 

     特に本事業で適用が予定されております、可変速発電機モーターは、回転数に

より、単独で周波数調整が可能となるため、これを可変と称しておりますが、よ

り効率的かつ機動的な調整が可能となります。太陽光や風力等、出力変動が激し

い再生可能エネルギー電源がふえるにつれ、発電時のみならず、揚水時にも素早

い出力調整を可能にする技術として、重要だと考えております。 

  ● 次に、松本委員からの御質問でございますが、現行のプルリア揚水発電所と本事

業は、どのように関係しているのかという点でございます。 

     プルリア揚水発電所と本揚水発電所の機能は、類似してございます。揚水式発

電所は、ピーク時間帯の電力供給能力が期待されますが、電力需要の増加に伴い、

２００８年に運用を開始したプルリア揚水発電所のみでは、今後、ピーク時需要

を十分に満たせなくなることが想定され、本事業を通じたピーク時対応能力の増

強が必要だと考えられております。 

     加えまして、揚水式発電所は、電力供給安定のための機能が期待されておりま
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すが、西ベンガル州では、今後、太陽光発電を中心とした再生可能エネルギーの

大規模な導入が計画されており、電力系統の不安定化がさらに拡大することが懸

念されております。 

     右に対応するためには、既設設備に加え、本事業等を通じた電力需給変動への

対応能力増強が必要であります。特に本事業では、プルリア揚水発電所にはない

可変速の揚水技術を導入することで、周波数調整能力が向上されるため、西ベン

ガル州グリッド内における電力の品質向上に貢献することが期待されます。 

  ● 次の御質問でございます。今回の過去の類似案件の教訓と本事業への適用は、イ

ンド国内の他の揚水発電所と比較するべきではないか、そもそも各案件概要書の

欄に記載する教訓を導く過去の類似案件は、どのように選択されているのか、教

えていただきたいということでございます。 

     お答えでございますが、直近のインドにおける揚水発電所案件であるプルリア

揚水発電所は、事後評価が確定しておらず、参照が困難でございます。 

     それ以前の揚水発電所案件としては、スリサイラム左岸揚水発電所建設事業、

こちらは、２００５年に事後評価を行った事業がございます。こちらの事業の事

後評価の教訓では、１点目として、実施機関の自己資金により、下池を整備する

際のリスクを検討する。２点目として、詳細な地質調査の重要性が指摘されてご

ざいます。 

     １点目については、下池の拡張も事業スコープに入ることが想定される本事業

には、必ずしもなじまないと考えております。 

     ２点目についても、地質調査の重要性も十分に踏まえられているということで、

記載を見送った経緯がございます。 

     より最近の水力発電所事業である、ウミアム水力発電所改修事業の教訓につい

ては、適用させていただいております。 

     なお、過去の類似案件の教訓と本事業への適用における過去の類似案件の選択

につきましては、外部公開されております、類似案件の事後評価結果のほか、各

種評価報告書等に記載されている情報を活用しております。また、特に複数フェ

ーズにわたる案件につきましては、前のフェーズで得られた提言や教訓について

も、活用、反映があるか、確認をしております。 

  ● 続きましての御質問ですが、案件概要書にあるとおり、計画実行の際には、日本

の技術を活用することができる、ＳＴＥＰなどのスキーム適用をぜひお願いした

いという点でございます。 

     先ほど御説明したとおり、先進的な技術である可変速の揚水発電機は、生産運

用実績の面で、日本企業に優位性があり、本邦技術活用の可能性は高いと考えて

おります。 

  ● 次の質問でございますが、環境社会配慮Ａとなっているが、上下池建設等の本事
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業にかかる工事による環境及び地域住民への影響については、どのようなものが

想定されているのか。また、準備調査でも、これら影響については、しっかりと

確認をしていただきたいという御質問でございます。 

     お答えですが、本事業に必要な用地の一部は、私有地でございまして、住民移

転は発生しないものの、用地取得が必要と見られております。また、一部周辺河

川にて、漁民が漁業を行っているという情報もございまして、彼らへの影響の調

査が必要だと考えております。 

     環境面につきましては、水質・水量影響の分析のほか、大規模な掘削や砕石に

より、廃棄物排出が予想されるため、再利用や捨て場の検討、森林伐採は一定数

以上必要になるため、代替地への植林の検討が必要だと考えております。詳細な

影響評価ですとか、緩和策については、今後、協力準備調査の中で確認をする予

定でございます。 

  ● 次の質問でございます。送配電網の整備等を行っている世界銀行及びＡＤＢとの

連携を図っていただきたいということでございます。 

     こちらについては、協力準備調査を通じまして、情報収集、情報交換を行い、

連携の可能性について、探っていきたいと考えております。 

  ● 続きまして、高橋委員の御質問ですが、揚水の先はどこか、人造湖を建設するの

か、また、そこにおける環境影響について、現時点で考えられる懸念点を教えて

くださいということでございます。 

     お答えですが、揚水先はトゥルガ川という川がございまして、こちらを利用す

る予定でございます。下の池については、既設の農業用のため池を拡張して使い、

上の池は、新たに建設する予定でございます。 

     さらに先ほども申し上げたとおり、本事業に必要な用地の一部は、私有地であ

り、住民移転は発生しないものの、用地取得は必要で、一部周辺河川では、漁業

が行われているという情報もあるので、影響調査を行う予定でございます。 

     環境面につきましては、水質・水量影響分析のほか、廃棄物の排出が予想され

るため、再利用ですとか、捨て場の検討をする。さらには森林伐採が一定数以上

必要になるため、代替地への植林等を検討する必要があると考えております。 

  ● 次の質問でございますが、電力系統の不安定化が懸念されているとあるが、急激

な電力需要の変動は、いつ、どの程度のものが見込まれているのかという御質問

でございます。 

     回答ですが、インド中央電力庁により発表された電源開発計画案によれば、２

０１６年３月時点の西ベンガル州の再生可能エネルギー設備容量は、１３２．２

７メガワットであるのに対し、２０２１年までに同容量を５，３８６メガワット

に拡充する計画がございます。また、その９９％である５，３３６メガワットは、

太陽光発電で賄うことが目標とされております。自然エネルギー電源は、自然状
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況による影響を常時受けるため、出力の変動が激しくなり、電力系統が不安定化

することが見込まれております。 

  ● 次の御質問でございますが、需要ニーズの変動に対しては、末端の電気の使用先

で対応することも考えられるが、例えば自家発電など、そうしたオルタナティブ

の検討は行ったか。その上で、揚水発電を選択している理由は何かという御質問

です。 

     お答えですが、電力グリッド全体において、周波数を一定に保ち、電気の安定

供給を行うには、電力事業者側で電力需給の調整を行うことが必要でございます。 

     蓄電機能を有する調整電源の代替案としては、蓄電池などが想定されますが、

揚水発電に比較し、設備容量が少なく、コストも高いです。西ベンガル州内で揚

水発電所の建設に適した候補地が存在することに加えまして、今後、再生可能エ

ネルギーの大幅な導入が見込まれる中で、調整電源として求められる設備容量、

コストなどを勘案し、揚水発電所の建設が最も効率的・効果的と判断しているも

のでございます。 

     以上でございます。 

 

〇 小川座長 どうもありがとうございます。 

   ただいまの説明者からの説明について、追加の御質問、御意見がありましたら、お

願いいたします。 

   松本委員、お願いします。 

 

〇 松本委員 御丁寧な説明をありがとうございます。 

   北東州の件ですけれども、今、道路を初め、インドは日本政府に対して、北東州の

開発に協力を求めているという理解でいますし、現状のインドの貧困の問題を考えれ

ば、北東州に対して、支援をしていくこと自体は重要だと思いますが、一方、この事

業について、先ほど外務省は、安定的な電力供給につながるとお答えになりましたけ

れども、いただいた資料では、西ベンガル州の供給、需給バランスがまだよくないの

で、西ベンガル州への電力供給ということが、かなり強く言われていたように思った

のですが、どのぐらいの割合ということまでは、言えないのかもしれませんが、一体

これがどのぐらい北東州のグリッドに寄与するのかというのは、もう少しわかりやす

く御説明いただけますか。 

 

〇 石井（外務省国別開発協力第二課首席事務官） 済みません。お手元に具体的な数字

がございませんで、具体的なお答えができませんけれども、北東州の西ベンガル州の

安定した電力供給を通じまして、経済成長に寄与するということで、御指摘のとおり

でございます。ですので、具体的な数字を確認して、改めて御報告させていただきた
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いと思います。 

 

〇 松本委員 西ベンガル州に寄与するということであって、それは全く疑いの余地はな

いので、北東州にどのぐらいこれが寄与するのかというのは、日印関係を考えると、

比較的重要だと思ったので、質問させていただいた次第です。 

 

〇 小川座長 ほかはいかがでしょうか。どうぞ。 

 

〇 松本委員 もう一つ、きょう、御説明をいただいて理解したのは、インドが再生可能

エネルギーを大規模に導入するというのは、ニュース等でかなり言われているわけで

すが、それによる不安定さをどうやってヘッジするのかということが、何度も御説明

にあったのですが、もしわかればですが、全土でいくと、相当の再生可能エネルギー

を導入する予定でいるわけですが、それに対して、電力供給の安定を図るために、今

後、インド全体として、揚水発電を初めとする、さまざまな調整をするような方法が

必要だという、ＪＩＣＡは、インド全体のそうした電力状況も調査されていると思う

のですが、そういう流れになるのでしょうか。 

 

〇 稲田（ＪＩＣＡ南アジア第一課長） 具体的に可変速の揚水発電所を、どこで幾らつ

くるというところまでは、全て把握しておりませんが、インドの電力省と意見交換を

しながら、本件を突破口に、ほかの州等でも、導入を検討していきたいというお話は

いただいておりますので、インド全土でのこうした技術の普及に向けて、インドと連

携を図っているということでございます。 

 

〇 小川座長 ほかはいかがでしょうか。よろしいでしょうか。 

   どうもありがとうございました。 

    

(3) マラウイ「リロングウェ市変電所改修計画準備調査」（プロジェクト形成

（無償）） 

〇 小川座長 それでは、続きまして、マラウイ「リロングウェ市変電所改修計画準備調

査」プロジェクト形成（無償）について、説明者から、案件の概要の説明及び委員の

コメントに対する回答をお願いいたします。 

 

〇 大場（外務省国際協力局国別開発協力第三課長） 外務省国別開発協力第三課長の大

場でございます。よろしくお願いいたします。 

  ● マラウイのリロングウェ市変電所改修計画の概要について、御説明申し上げます。 
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     この計画は、マラウイの首都リロングウェ市の２つの変電所を改修し、変電設

備を増強することで、電力供給の向上を図り、産業育成のための基盤整備に寄与

するものでございます。 

  ● この案件の外交的な意義でございますけれども、マラウイとの関係では、これま

で日本は、無償資金協力、技術協力を通じて、主要ドナーとして、マラウイの開

発に大きく貢献してまいりました。マラウイは、こうした協力を高く評価してお

りまして、国際場裏において、我が国の立場を一貫して支持しております。 

  ● マラウイは、経済発展に伴いまして、経済活動の中心地であるリロングウェ市の

電力需要の急増が予想されております。こうした中、この事業によって、マラウ

イの持続的な経済成長に直接的に貢献し、日本の開発協力とその成果の認知度を

高めることができると考えております。 

  ● この事業は、ＴＩＣＡＤ Ⅵで表明しました、コミットメントを具体化するもので

もあります。 

  ● マラウイの電力セクターが直面している課題との関係で、この計画の位置づけで

ございますけれども、マラウイの電化率は１２％ということで、サブサハラ・ア

フリカの中でも、低い水準にとどまっております。また、主要電源の約９９％を

水力発電に依存しているという構造になっております。 

     今後、経済発展ですとか、人口増加に伴いまして、電力需要が増加傾向にあり

ます。こうした中、マラウイ政府としては、電力供給量を増加する計画を有して

おります。 

     他方で、送配電の設備が老朽化しておりまして、容量も不足しているというこ

とで、十分に機能していないという現状がございます。このため、電力供給を増

加する上で、送配電設備の改修が急務になっております。 

     冒頭、申し上げましたとおり、この事業は、こうした課題に対応することで、

リロングウェ市でカネンゴ変電所とオールドタウン変電所を改修することで、リ

ロングウェ市の電力供給の強化を図ることを目的としております。 

  ● 続きまして、いただいた御質問について、回答申し上げます。ＪＩＣＡからお願

いします。 

 

〇 栗栖（ＪＩＣＡアフリカ部アフリカ第三課長） 御質問にお答えします。ＪＩＣＡの

栗栖と申します。 

  ● 荒木委員からの御質問ですが、この国でも、経済発展に伴う一定の電力必要量は

想定されていると思いますが、事前に余裕を持って、電力供給能力を高めておく

必要はないのでしょうか。これでもマスタープランどおりの計画なのでしょうか。 

     回答ですが、事前に余裕を持って、電力供給能力を高めておく必要性はもっと

もであります。これまでに日本の協力としましては、２１年度に太陽光を利用し
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たクリーンエネルギー導入計画、また、平成２６年度にテザニ水力発電所増設計

画を無償資金協力にて、実施しております。 

     また、マラウイ電源開発マスタープランでは、マラウイの経済発展や人口増加、

地方電化に伴いまして、今後、大幅な電力需要の増加が見込まれることから、同

国の発電能力強化に向けた実施計画を策定したものになっております。 

     本マスタープランは、発電能力の向上を想定している一方で、送配電設備につ

いては、含まれておりません。したがいまして、発電能力の拡充に伴って、送配

電設備の強化を実施することは、マラウイ国の安定した電力供給能力を高める上

で必須と考えまして、マスタープランを補充するものと位置づけております。 

     無償資金協力の計画ですが、マラウイの首都リロングウェ市のカネンゴ変電所

とオールドタウン変電所において、変電設備を増強することによって、産業集積

地域及び市内中心部への電力供給の向上を図り、この国の産業育成のための基盤

整備に寄与したいと考えております。 

  ● 続きまして、松本委員の御質問ですが、新規発電所の建設ではなく、まずは改修

によって、電力供給を増加しようという発想は評価できる。２つの変電所は、ど

のような原因で、年間何回、延べ何時間ぐらい停電を引き起こしているのか。改

修によって、どの程度の改善が見込まれるのかという御質問です。 

     回答いたしますと、本計画対象の変電所は、１９８０年前後に設置された設備

でありまして、老朽化によるトラブルが停電を引き起こしております。マラウイ

電力公社エスコムに聴取したところですが、カネンゴ変電所に関しては、過去１

年間、２０１６年において、トラブルが起きた設備の整備のため、約２００時間

電力供給を停止していたことがわかっております。 

     トラブルの発生した具体的な要因ですが、老朽化した遮断器の故障、爆発とそ

れに伴う火災、老朽化した変電器の漏えい修理、それに伴う取りかえ作業、断路

器のふぐあい、母線または変圧器の容量制約による送電停止が原因となっており

ます。 

     オールドタウン変電所に関する停電時間とその原因については、調査中であり、

２つの変電所改修によって見込まれる成果とあわせて、協力準備調査にて確認す

る予定であります。 

  ● 続きまして、岩城委員からの御質問です。本事業及びテザニ水力発電所増設計画、

太陽光を活用したクリーンエネルギー導入計画により、同地域の電力供給能力は、

どの程度改善が見込まれるのか。 

     太陽光を活用したクリーンエネルギー導入計画及び実施中のテザニ水力発電所

増設計画により、電力供給が約２０メガワット増加します。これにより、マラウ

イ国の電力供給能力は、約５％改善する見込みであります。本計画を実施するこ

とにより、見込まれる成果、数値については、協力準備調査にて確認する予定で
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す。 

 

〇 大場（外務省国別開発協力第三課長） 岩城委員から、もう一つ質問をいただいてお

ります。同国の電力セクターに対しては、日本以外にも多くのドナーが支援を予定し

ているが、日本の立ち位置はどうなっているのかという御質問でございます。 

   お答え申し上げます。日本は、対マラウイ国別援助方針の中で、農業、工業などの

産業育成のための基盤整備を重点分野に定めております。この方針に従いまして、マ

ラウイの経済成長や、社会開発の制約要因になっている電力不足の改善に向けた支援

を行うこととしております。 

   近年では、電力開発アドバイザーを派遣しておりますし、先ほど冒頭にありました

けれども、例えば太陽光を活用したクリーンエネルギー導入計画ですとか、テザニ水

力発電所増設計画などを実施しております。 

   このような取り組みを通じて、日本としては、マラウイの電力セクターにおきまし

て、政策策定支援から発電に至るまで、質の高い包括的な支援を実施してきておりま

す。 

   ほかのドナーにつきましては、資料にございますけれども、例えばミレニアムチャ

レンジ公社が変電所の建設、改修を支援しておりますし、世銀が域内連携網の整備を

行っておりますけれども、日本の取り組みとの重複はございません。 

 

〇 栗栖（ＪＩＣＡアフリカ第三課長） 続きまして、高橋委員からの御質問です。本案

件が対象とする直接の裨益者は誰か。産業集積地域の企業なのか、それとも、周辺住

民なのか、想定裨益者の数と内訳を教えていただきたい。 

   両変電所は、リロングウェ市、人口１００万人ですけれども、全域に電力供給がな

されているため、本計画の裨益者は、企業と住民ともに直接の裨益者であります。想

定裨益者の数と内訳に関しては、協力準備調査にて確認する予定であります。 

 

〇 小川座長 どうもありがとうございました。 

   それでは、ただいまの説明者からの説明について、追加の御質問、御意見がありま

したら、お願いいたします。 

   岩城委員、お願いします。 

 

〇 岩城委員 説明ありがとうございました。 

   どのような効果があらわれるかというところで、もしわかったらでいいのですけれ

ども、新しい設備をつくるよりは、改修のほうが時間的に早いと思うのですが、どれ

ぐらいのスピード感覚が期待されるのかというところが、もしおわかりになればとい

うところです。 
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〇 栗栖（ＪＩＣＡアフリカ第三課長） 時期につきましては、このまま順調に検討を進

め、調査の準備に入らせていただけるとするならば、２０１８年の１月に調査を実施

したいと考えております。 

   実際の工事につきましては、２０１９年の早いうちに、工事に移るということです。

詳しい工事日程につきましては、調査によって確認したいと思います。 

   あと、効果につきましては、今の停電であるとか、トラブルがなくなるということ

で、先ほど申し上げましたように、裨益人口とその内訳については、協力準備調査の

中で確認したいと思います。 

 

〇 小川座長 ほかはいかがでしょうか。高橋委員、お願いします。 

 

〇 高橋委員 ありがとうございました。 

   案件そのものの問題とは、ちょっと外れてしまいかもしれませんが、産業集積地域

という場所の様子というか、どんな企業がどういった活動をしていて、住民たちはそ

こで働いていると、一般的に考えられるような気もするのですが、どんなイメージの

場所なのかというのが、全く想像がつかないものですから、少しでも補足して情報を

いただければ、ありがたいと思うのですが、いかがでしょうか。 

 

〇 栗栖（ＪＩＣＡアフリカ第三課長） 私も、マラウイは、訪れたことがないのですけ

れども、一般的に言う商業区域と、あとは、郊外の工場がある地域を含んで、産業集

積地域と言います。特段工業団地を開発するとか、そういった計画ではなくて、既存

の工場地帯と中央の商業地帯、プラス住民の居住区、それはマラウイのリロングウェ

市圏内の電力需要に見合う施設だと考えております。 

 

〇 高橋委員 いわゆる経済特区のような形ではなくて、外国企業がここに入ってきてい

るというよりも、地元の企業を中心に、ここで集積しているというイメージで考えて

よろしいですか。 

 

〇 栗栖（ＪＩＣＡアフリカ第三課長） 細かくは、資本関係で、恐らく海外からの資本

が入った企業だとは思いますけれども、今から開発するエリアがあって、そちらに向

けての施設というよりは、既存のリロングウェ市への施設だと考えております。 

 

〇 小川座長 よろしいでしょうか。松本委員、お願いします。 

 

〇 松本委員 大学の用事で、ここへ来させていただくのが久しぶりなので、もしかした



18 

 

ら、既に議論をされているのかもしれませんが、今回、概要書を読んで、外交意義が

書かれていて、それはそれで、それぞれの案件について、重要なことだとは思います。 

   マラウイに突出して申し上げたいわけではないのですが、今回、マラウイの場合は、

国際場裏において、我が国の立場を一貫して支持してきていると書かれていますが、

今回、案件として出なかったどうかはわかりませんが、例えばブータンでは、多くの

機会で日本を支持していると書いていたり、支持の度合い、書き方にいろいろと差が

あるのです。一貫していたり、多くの機会であったり、バングラデシュだと、国際場

裏において協調していると書いてあって、つまり外交的意義という、そういう意味で

は、公開される文章で、重要だと思います。これは公開の場なので、言えないことも

あるかもしれませんが、こういう書き方というのは、何らかの書き分けなのでしょう

か。それとも、担当者がこういうふうに書いているだけなのでしょうか。 

 

〇 山本（外務省開発協力総括課長） 横並びなので、総括課からお答えします。 

   詳細はよく確認する必要がありますが、両方あると思います。 

   １つは、国別課ごとにこの文章を書いているので、必ずしも平仄がとれているかど

うかというところは、もう一回、確認したいと思います。 

   他方、国際社会において、国ごとに、支持の度合いとか、そういうものは違うとこ

ろがありますので、そこはそういう書き分けもございます。 

 

〇 小川座長 よろしいですか。高橋委員、お願いします。 

 

〇 高橋委員 もう少し後になってから、そのことを言うかと思っていたのですけれども、

松本さんにおっしゃっていただいたので、口火を切っていただいたので、案件概要書

に限らず、全体として、外交意義についての記述の割合と、最後のほうの開発政策上

の意義というところの割り当ての比が、最近は、特に外交が随分書かれるようになっ

てきて、それは１つの傾向なのだろうという気はしていますけれども、開発も広くは

外交、先ほど国際場裏という言葉も松本さんから出ましたが、そういう観点から見た

ら、重要な外交なのであって、だから、こういう書き分けも含めて、もう少し開発の

部分でしっかりと書く必要があるのではないか。特に開発協力適正会議という名前か

ら照らしても、もっと開発の意義をきちんと書いていただいたほうが、私的には議論

がしやすいのですが、それはどうなのでしょうか。 

 

〇 小川座長 どうぞ。 

 

〇 山本（外務省開発協力総括課長） ここは、委員の皆様にも御議論いただきたい部分

ではあるのですけれども、当然両方の側面があると考えておりまして、開発的な視点
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ということと、やはり我々外交当局が実施しているので、外交的視点という観点も必

要だと思います。かつて委員の皆様から、そういう視点も加えるべきだという話があ

って、こういうふうに書いているところもございますので、最近は、外交的視点をし

っかりと打ち出すべきという声もありますので、こういうふうに書いておりますけれ

ども、ここの書き方というのは、引き続き、委員の皆様と議論して、検討していきた

いと思います。 

 

〇 小川座長 今、高橋委員から、開発政策上の意義が少な過ぎるのではないかとありま

した。バランスを考えて書くというのも、１つ、御検討いただいたほうがよろしいか

と思います。 

   ほかはいかがでしょうか。よろしいでしょうか。荒木委員、お願いします。 

 

〇 荒木委員 質問書に書いたのは、ＪＩＣＡ側で準備調査を行うのですが、マラウイに

しても、ほかの国もそうですけれども、電力にしても、既に長期電力計画があって、

それに沿いながらチェックして、ウオッチングしてやっているかどうかという、その

辺のところも聞きたいのですけれども、どうなのですか。行き当たりばったりという

わけではないと思うのですけれどもね。 

 

〇 栗栖（ＪＩＣＡアフリカ第三課長） 御説明の中でも申し上げたように、電力につい

ては、電源開発のマスタープランがございまして、それに沿って、まずはクリーンエ

ネルギーの導入と水力発電の導入をしてきたところで、そこは平仄をとっております。 

   他方で、送電、変電については、ボトルネックになり得るということで、これはマ

スタープランには書いていないのですけれども、そこは補完するものとして、我々の

提案というか、マラウイ側との協議の中で、この案件が出てきて、今、案件として検

討されている状況です。 

 

〇 小川座長 よろしいですか。 

 

〇 荒木委員 要するにその国の全体計画をちゃんとにらみながらやっているか。ＪＩＣ

Ａは国別で、それぞれやっているわけです。だから、援助計画なるものを見ながら、

今の流れを押さえているかどうかということを聞きたかったのです。 

 

〇 栗栖（ＪＩＣＡアフリカ第三課長） 端的に申し上げると、押さえてやっております。 

 

〇 小川座長 高橋委員、お願いします。 
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〇 高橋委員 しつこいようで、申しわけないのですが、開発の部分をもう少し書き込ん

だらというところについてですけれども、例えば先ほどのインドの話だと、例えばＳ

ＤＧｓについて言及があって、例えばゴール７で、全ての人々の安価かつ信頼できる

持続可能な現代的エネルギーのアクセスの確保と書いてあるのです。今回も同じよう

に、ＳＤＧｓゴール７について言及しているのです。ここでのポイントは、安価かつ

信頼できる持続可能な現代的エネルギーということなので、そこのところについての

説明、この案件がそういうものにどう寄与するのか、ここでＳＤＧｓゴール７といっ

たら、単純に言及するだけではなくて、そこら辺の説明が必要だと思います。書けな

ければ、説明の段階で少しお話をしていただけると、日本がＳＤＧｓゴール７をこう

いう形でちゃんと進めているということが、しっかりと明らかになるので、そういう

説明が欲しいという意味でした。 

 

〇 栗栖（ＪＩＣＡアフリカ第三課長） 説明と資料が重複するかもしれませんけれども、

この案件自体は、電力容量をふやすものではありませんが、安定的な電力供給のため

には不可欠な設備ということで、委員のおっしゃる、また、ＳＤＧｓゴール７にうた

われております、安定的な電力供給に寄与するものだと、我々は考えております。 

 

〇 小川座長 そういうことを明記してほしいという御意見だと思います。 

   ほかはいかがでしょうか。よろしいでしょうか。 

   どうもありがとうございました。 

    

(4) タンザニア「キネレジ－ウブンゴ電力供給強化計画準備調査」（プロジェ

クト形成（有償）） 

〇 小川座長 続きまして、４番目の案件ですが、タンザニア「キネレジ－ウブンゴ電力

供給強化計画準備調査」プロジェクト形成（無償）について、説明者から、案件の概

要の説明及び委員のコメントに対する回答をお願いいたします。 

 

〇 大場（外務省国別開発協力第三課長） 御説明申し上げます。 

  ● この事業でございますけれども、タンザニア、ダルエスサラーム市におきまして、

送電線の増強、変電所の増強を行うことで、電力供給能力の改善を図り、タンザ

ニアの経済成長と貧困削減を支えるインフラ開発に寄与するものでございます。 

  ● 外交上の意義でございますけれども、タンザニア、東アフリカ、太湖地域全体の

平和と安定のために、主導的役割を果たしてきておりまして、タンザニアの安定

は、地域全体の安定にも直結するものでございます。 

     国際場裏における日本との協力ですけれども、この点につきましては、我が国
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にとっての重要外交課題につきまして、日本の立場を一貫して支持する友好国で

ございます。 

  ● 都市圏の電力増強につきましては、日本企業が質の高いインフラの強みを発揮で

きる有力な分野でございまして、タンザニア政府が求めている製造業の振興・発

展のために必要な電力の安定供給確保の観点からも、日本がこの事業を支援する

意味は、極めて重要であると考えております。 

     また、ＴＩＣＡＤ Ⅵで表明したコミットメントを具体化するものでもございま

す。 

  ● 続きまして、電力セクターの現状・課題との関係で、この計画の位置づけでござ

いますけれども、タンザニアは、経済成長に伴いまして、今後、年平均１０％を

上回る電力需要の増加が見込まれております。 

     一方で、送変電設備の不足によりまして、慢性的に送配電容量限界での送配電

が続くため、１８．１％の送配電損失が生じておりまして、電力需要のピーク時

ですとか、乾季には、需要を賄い切れずに、停電が頻発している状況にございま

す。 

     タンザニアの国家開発計画である「第二次五か年開発計画」におきまして、送

配電損失を削減する目標が掲げられておりまして、その中で、ダルエスサラーム

市の送配電設備の増強を行うということが、明記されております。今後、キネレ

ジ発電所ですとか、ムトワラ発電所等の建設によりまして、発電量が増加するこ

とが見込まれておりますので、これに対応する形で、キネレジ変電所－ウブンゴ

変電所間の送変電設備の増強が喫緊の課題となっております。 

  ● 日本の国別方針、ＳＤＧｓの関係でございますけれども、タンザニアの国別開発

協力方針におきましては、経済成長と貧困削減を支えるインフラ開発を重点分野

の１つとして定めております。また、電力・エネルギーを開発目標の１つに掲げ

ておりまして、送配電網を重点的に支援する方針としております。 

     ＳＤＧｓとの関係ですけれども、この事業は、送変電設備の増強を通じて、安

定的な電力供給に資するもの、かつ経済活動の基盤となるものですので、ＳＤＧ

ｓゴール７、ＳＤＧｓゴール９に貢献すると考えております。 

  ● 続きまして、いただいた御質問にお答え申し上げます。ＪＩＣＡからお答えいた

します。 

 

〇 荒木（ＪＩＣＡアフリカ部アフリカ第二課長） ＪＩＣＡアフリカ部の荒木と申しま

す。本日は、よろしくお願いいたします。 

  ● 荒木委員から、タンザニアのみならず、送電線の増設及び発電所などの増強のた

め、援助要請が多いが、あらかじめ発展を見込んで、送電、発電能力を拡大して

おくことは不可能でしょうかという御質問をいただいております。 
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     回答としまして、将来の電力需要を考慮の上、電源開発、送電網の整備を進め

ることは可能であるが、電力インフラの整備に、長期間かつ大規模な資金を必要

とすることから、信頼性のある電力セクターのマスタープランが不可欠であり、

それに基づき、計画的に、段階的に沿った整備を進めていくことが重要であると

考えています。 

     タンザニアにおいては、我が国技術協力において、ダルエスサラームの電力シ

ステムマスタープランの策定及び全国電力システムマスタープランの更新を実施

しています。将来の電力需要を想定した上で、２０４０年までの電源開発計画及

び送電網の整備計画を策定しております。このようなプランに基づけば、計画的

に、段階的に沿った送電発電能力の拡大は可能だと考えております。 

     なお、本件計画においては、先日のマスタープランに提言された案件の１つで

あり、計画的な送電、発電能力の拡大を視野に入れた案件となっているところを、

引き続き、戦略的に取り組む所存でございます。 

  ● 次に、松本委員から「第二次五か年開発計画」の２０２０年までに送配電損失を

１４％、２０２５年までに１２％に削減する目標というのは、ゆっくりした改善

に見えるが、妥当な目標なのでしょうかという御質問をいただいております。 

     タンザニアにおける２０１４年の送配電損失は、約１８％あります。一方で、

サブサハラ・アフリカ地域の平均が、約１２％でありまして、他国に比べると、

送電排出は大きいと考えています。加えて、過去１０年間のタンザニアにおける

送配電損失は、改善は見られない、むしろ、若干悪化しているような状況がござ

います。 

     要因は２つありまして、１つが慢性的な財政赤字によって、増加する電力需要

に見合った設備投資、既存設備の維持管理及び人材育成が十分に行われていない

結果として、電力公社の施設の老朽化がそのままになっている状況がございます。 

     ２点目には、人材育成体制が十分ではなく、施設の点検、維持管理が不足して

いるという状況がございます。 

     これらをタンザニア全国レベルで見た場合には、送配電損失を低減していくた

めに、先ほどの２点の課題に対する対応が必要だと考えておりまして、特に電力

公社の財政赤字の改善、人材育成体制の構築が必要だと考えています。その２点

の実施に要する時間に鑑みれば、今後１０年間で、サブサハラ・アフリカ地域、

平均１２％まで段階的に下げるという目標は、妥当であると考えています。 

  ● 次に、送変電設備の増強を通じて、５３０万人の住民の生活環境改善に寄与する

人道上の貢献があると書いているが、その根拠は何ですかという御質問をいただ

いております。 

     ダルエスサラーム市内への電力供給は、今回、対象の主要電源であるキネレジ

発電所とウブンゴ変電所が系統の中心となっていまして、ウブンゴ変電所から送
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電線が放射状に敷設され、送電されており、ダルエスサラーム市全域に裨益する

案件となっています。 

     ダルエスサラームでは、不安定な電力供給により、交通、信号機、教育施設、

医療施設等の機能の一部が阻害されており、住民の生活への影響が大きいと考え

ています。そのため、本計画は、ダルエスサラーム市の住民が直面する、上述の

ような問題の解決に資するという点で、生活環境改善に寄与する人道上の貢献で

あり、タンザニアは最貧国に位置づけられていることから、人道上の重要性が高

い案件だと考えています。 

  ● 続いて、岩城委員から、ムトワラ火力発電所及び送電線建設事業を含む、他のＪ

ＩＣＡ事業やＪＢＩＣが有している、キネレジ火力発電所２号機との接続が計画

されているが、これらの事業の進捗状況はどうなっているのかという御質問をい

ただいています。 

     まずムトワラ火力発電所、送電線建設計画についてからなのですが、現在、２

０１７年６月から２０１８年６月までの期間で、協力準備調査を開始していると

ころです。 

     次に、キネレジ火力発電所２号機の進捗なのですが、２０１６年３月に着工し

ておりまして、２０１８年９月に引き渡しに向けて、現在、建設工事が進んでい

るところです。 

  ● ２点目の御質問として、本事業及び上記の他の事業により、同地域の電力不足は

どれほど改善されるのかという御質問をいただいています。 

     タンザニアのパワーシステムマスタープランによれば、２０２０年までに、キ

ネレジ発電所４号機までが運開することになります。これらの発電出力は、全て

キネレジ発電所を経由して、ダルエスサラームへ送電される予定となっています。

現時点でウブンゴ変電所のみが、２２０ｋＶ送電線でキネレジ発電所と連携して

いる状況です。将来的にキネレジ発電所がさらに発電容量を拡大する場合には、

キネレジ－ウブンゴ間の送電網の増設、また、ウブンゴ間の変電器増設というの

が必要になってきます。これらに対応するため、本件があるわけなのですが、本

件計画によって、ダルエスサラーム市の電力不足が相当程度改善されると見込ん

でいます。相当程度というのは、今回、倍の容量になりますので、約倍の容量改

善に寄与すると考えられます。 

     なお、本計画の定量的効果については、協力準備調査を通じて、確認・検討を

する予定です。 

  ● ３つ目の御質問としまして、ＬＤＣのため、円借款事業であるムトワラ火力発電

所建設計画もステップ適用はできないが、同地域の電力供給改善につき、日本が

包括的に支援するためも、日本の顔がしっかり見える支援となるようにしていた

だきたいという御提案がありました。 
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     本計画は、タンザニア国内の最大都市ダルエスサラーム市への電力供給の改善

に大きく貢献することが期待されていることから、無償資金協力を通じて、本邦

企業が参画することにより、日本による貢献を目に見える形でアピールすること

が可能だと考えています。 

     委員より言及がありました、ムトワラ火力発電所及び送電線建設計画を通じて、

日本はタンザニアの電力セクターを包括的に支援していることから、本案件も含

めて、タンザニア国内における広報も着実に行ってまいりたいと考えています。 

  ● 高橋委員から、慢性的に送配電容量限界での送配電が続くため、１８．１％の送

配電損失が生じという意味がわかりづらい。追加説明をいただきたいという御質

問をいただいています。 

     送電線、配電線の電力損失は、電流二乗に比例するため、輸送する電力量が大

きくなればなるほど、電流が大きくなり、損失も大きくなります。容量限界近く

になっている送電ルートの一般的な対策としては、送電電圧の高電圧化が行われ

ます。電力は電圧掛ける電流であり、同じ電力量を移送する場合、電圧が倍にな

ると、電流が半分になります。このため、高電圧化による送電ルートの増容量に

より、送配電損失を低減することができると考えています。 

  ● ２番目の御質問として、１８．１％、１４％、１２％と段階的に損失を削減する

目標となっているが、損失の原因は、本案件で対応するウブンゴの変圧器とキネ

レジ－ウブンゴ間送電線だけではないのか。他の原因は何かという御質問をいた

だいております。 

     タンザニアの送配電損失が高い要因については、先ほど申し上げましたとおり、

慢性的な財政赤字による設備の増強、または維持管理の不足、人材育成体制の不

足による、施設の点検、維持管理の問題、この２つが大きな問題だと考えていま

す。タンザニア全国レベルでの送配電損失を低減していくためには、この２つの

課題への対応が必要になってきていると考えています。 

     以上で、回答を終わらせていただきます。 

 

〇 小川座長 どうもありがとうございました。 

   それでは、ただいまの説明者からの説明について、追加で、御質問、御意見がござ

いましたら、お願いいたします。 

   高橋委員、お願いします。 

 

〇 高橋委員 私からの２つ目のコメントにつながるのですけれども、今の段階で、よく

理解できていないのが、今の損失の原因に、財政赤字と人材育成があるとするならば、

もしこの案件をＰＤＭ（プロジェクトデザインマトリックス）で書くとすると、それ

ら２つは、キラーアサンプション（致命的外部条件）ですね。それら２つの外部条件、
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キラーアサンプションをどういうふうにするのかということに対する説明が必要な感

じがします。そうでないと、この案件そのものがうまく生きてこないと、私には聞こ

えてしまうのですが、そこら辺はどう考えているのでしょうか。 

   例えばほかに人材育成とか、経営のことに関して、もう少しＴＡ（技術協力）をや

っていくのかとか、ほかのドナーがそこら辺をやっていらっしゃるのかとか、そこら

辺がもしわかったら、教えてください。 

 

〇 荒木（ＪＩＣＡアフリカ第二課長） ありがとうございます。 

   まず財政赤字についてからなのですが、１つ、財政赤字については、２０１３年よ

り、世界銀行、アフリカ開発銀行が、エネルギーセクターに対するプログラムローン

を開始しておりまして、電力公社の歳入強化、電力料金の改定が１つ挙げられていま

す。こうした動きの中で、２０１４年１月には、電力料金の４０％の増加を電力当局

が認めていまして、今、財政の健全化について動き出しているところです。 

   人材育成につきましては、これまでも技術協力にて、効率的な送配電網のための能

力強化プロジェクトを２０１０年から２０１５年を通じて行ってきました。また、タ

ンザニアの電力公社の職員を本邦研修にも受け入れていまして、それについても、技

術研修を行ってきました。 

   また、現在、技術協力にて、効率的な送配電網のための能力強化プロジェクトフェ

ーズ２を形成中でございます。フェーズ２では、フェーズ１の中で、パイロット地区

において実施した技術協力の横展開を図る予定にしています。 

 

〇 小川座長 よろしいでしょうか。 

   ほかはいかがでしょうか。松本委員、お願いします。 

 

〇 松本委員 書き方のところではあるのですが、ダルエスサラーム全体に裨益があるの

で、５３０万人の住民の生活改善に寄与できる人道的貢献がある。人道的な観点と書

かれると、どういうことなのだろう、医療とか、そういうところをメーンに考えてい

らっしゃるのかと考えてしまいますが、どちらかといえば、電力ですので、それが実

際に何に使われるかというのは、それぞれの事情です。そういうことだと思いました

ので、これはお願いなのですけれども、つまり産業工業地帯であるとか、産業のため

にというよりは、主に市民の生活の不便さを取り除いてという意味で使われていると

いうことであれば、そういうふうに書かれていたほうが、逆にこちらも誇張がなくて、

そのまま受けとめられるという気がいたします。 

   といいますのも、今、高橋さんの質問に対して、電力料金の４０％値上げという話

があったものですから、ある意味、人道的にはどうなのだろうか。つまり払える人は

いいかもしれませんけれども、逆にダルエスサラームの中の下層の人たちは、より負
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担が大きくなるのではないかとも思ったので、これが人道的な観点から見ると、本当

に妥当なのかどうかというのは、よくわからなくなったのですが、そのあたりはどう

ですか。つまりこの書き方をしてしまうと、より重点に人道があると思ってしまうの

ですが、ＪＩＣＡ、外務省の見解としては、経済的なものというよりは、むしろ市民

生活だという意味ぐらいで書かれているということなのかが１点です。 

   もう一つは、電力料金の値上げというのが、まさに下層の人たちに対して悪影響を

及ぼして、人道的にマイナスになっていないかという点については、いかがでしょう

か。 

 

〇 荒木（ＪＩＣＡアフリカ第二課長） ありがとうございます。 

   今の御指摘のポイントは、ダルエスサラームは、市内全域にわたって電力が供給さ

れますので、これは市民のためにももちろんになりますし、また、産業の振興にもな

っていくところがございます。そこはどちらか一方のために限定することは、電力の

性格からすると、難しいと考えています。 

   もう一つが、健全な計画といいますか、どうしてもこのまま老朽化してしまうと、

どんどん電力事情が悪くなってしまって、電力にアクセスしたい人も、アクセスでき

なくなっていくような状況が発生してしまいますので、そこを改善するためには、適

切に電力需要に基づいて、電力容量を増加させていく、こういうシステムをつくりま

せんと、市民のアクセスしたい方々にも届かなくなっていく。そのためには、電力公

社の電力財政の強化が必要になってきていると考えています。堂々めぐりの議論にな

ってしまって恐縮なのですが、電力の状況からすると、そういう状況だと思います。 

 

〇 松本委員 質問ではなく、コメントですが、比較的ここに出てくる案件の中では、電

力関係で、電力料金がどうなるのかという議論を時々させていただいています。それ

はここに書いてあるように、人々の生活の中で、誰に目を向けるのかによって、答え

が違ってくるからですので、これはコメントですが、そういう状況には十分に配慮し

ていただいて、ダルエスサラームの中で、貧困層の人たち、より支援が必要な人たち

の電力へのアクセスが難しくなる状態がないような配慮は、ぜひその中に入れていた

だきたいということで、コメントとさせていただきます。 

 

〇 小川座長 ほかはいかがでしょうか。高橋委員、お願いします。 

 

〇 高橋委員 ＳＤＧｓがつくられてきた背景みたいなものも考えると、今のＪＩＣＡさ

んの御説明にあったみたいに、供給量が多くなったから、電気へのアクセスが自動的

にふえると考えるのは古くて、そういうことはないわけであって、今みたいに、アク

セスの問題と量の問題は、決してリニアに比例しているわけではないのであって、ア
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クセスはアクセスで、きちんとその問題をどうするかということは、今の料金の話も

重ねながら考えるべきなので、その観点から、こういう案件、ましてやＳＤＧｓのこ

とについて言及するのであれば、丁寧な御説明や計画が必要だと思います。コメント

です。 

 

〇 小川座長 今のお二人の委員のコメントをよく御理解いただいて、お願いしたいと思

いますが、何かありますか。 

 

〇 荒木（ＪＩＣＡアフリカ第二課長） 承知いたしました。ありがとうございます。 

 

〇 小川座長 ほかはいかがでしょうか。 

   どうもありがとうございました。 

   

(5) フィリピン「マロロス－クラーク鉄道計画準備調査」（プロジェクト形成

（有償）） 

(6) フィリピン「南北鉄道計画南線（通勤線）準備調査」（プロジェクト形成

（有償）） 

〇 小川座長 それでは、続きまして、５番目と６番目のフィリピンの２つの案件につい

て、入っていきたいと思います。 

   形式的には、北と南の鉄道の２つの案件なのですけれども、関連する案件でもあり

ますので、まとめて取り上げたいと思います。 

   フィリピン「マロロス－クラーク鉄道計画準備調査」プロジェクト形成（有償）及

びフィリピン「南北鉄道計画南線（通勤線）準備調査」プロジェクト形成（有償）に

ついて、説明者から、案件の概要の説明及び委員のコメントに対する回答をお願いい

たします。 

 

〇 石丸（外務省国別開発協力第一課首席事務官） 国別一課の石丸と申します。 

  ● フィリピンにおける鉄道事業の２つの案件でございますけれども、これは既にＦ

Ｓが行われておったところですけれども、ＦＳを精査した結果、環境社会影響評

価とＯＤＡ事業を進めていく上では、さらに調査が必要だということが判明した

ため、今般、急遽、案件を付議させていただきました。 

  ● まず初めに、日本とフィリピンとの二国間関係の観点から、両事業の意義につい

て御説明させていただきます。 

     フィリピンは、共通の価値、戦略的利益を共有する重要なパートナーであり、

御案内のとおり、多くの日本企業が進出しています。 
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     ２０１７年１月に、安倍総理のフィリピン訪問の際には、ＯＤＡ及び民間投資

を含めて、今後５年間で１兆円規模の支援を実施し、フィリピンの国づくりに、

官民を挙げて協力していくことを表明いたしました。今回の２つの案件、マロロ

ス－クラーク鉄道計画及び南北鉄道計画南線（通勤線）は、この協力の一環とし

て位置づけられるものであります。 

     我が国は、既に２０１５年円借款事業として、南北通勤鉄道計画、ツツバン－

マロロス間ですが、これを実施中です。本事業は、同計画の区間を北方と南方に

それぞれ延伸するものであります。 

     フィリピン政府は、この２つの事業の早期開業を望んでおり、また、現在実施

中の円借款３事業とあわせて、一体的な運行・運営を目指していることから、新

しい２つの事業に対する、我が国協力へのフィリピン政府の期待は極めて大きな

ものとなっております。本事業は、我が国が進める質の高いインフラ輸出拡大イ

ニシアチブに基づく案件として位置づけられます。 

  ● 案件の概要を説明させていただきます。 

     まずマロロス－クラーク鉄道計画ですが、マニア首都圏において、南北の近郊

と首都圏を結ぶ南北通勤鉄道計画のうち、マロロスから北方のクラーク国際空港、

さらにはタルラック州のクラーク・グリーン・シティを結ぶ鉄道、約７０キロの

整備を行うものであります。 

     また、南北鉄道計画南線ですが、これはマニラ首都圏中心部のツツバンから近

郊南方のロスバニョスを結ぶ鉄道、約７２キロの整備を行うものであります。 

     本案件は、マニラ首都圏の交通ネットワークの強化を通じて、通勤圏拡大によ

って増加する輸送需要に対応し、深刻な交通渋滞の緩和を図るものであり、対フ

ィリピン国別援助方針の中で、重点分野として位置づけられている、投資促進を

通じた持続的経済成長において言及されている、大都市圏を中心とした運輸・交

通網整備等に対する支援に合致するものであります。この２つの事業では、フィ

リピン側の期待もありまして、本邦企業が有するすぐれた技術・知見を活用する

ことを検討しております。 

  ● それでは、引き続き、ＪＩＣＡから説明させていただきます。 

 

〇 上野（ＪＩＣＡ東南アジア・大洋州部東南アジア第五課長） ＪＩＣＡ東南アジア第

五課、フィリピン担当の上野です。よろしくお願いいたします。 

  ● 松本委員からいただきました、事前の質問３点について、御説明いたします。 

     １点目が、メガマニラ圏の交通ネットワーク強化と渋滞緩和のために、これま

で日本政府は、道路、鉄道、ＬＲＴなどの建設を含めて、多くのプロジェクトを

支援してきた。その全体像を示すということと、どの程度の大気汚染の防止や交

通渋滞の緩和に寄与しているのかを教えていただきたい。というのも、交通ネッ
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トワークの強化が、結果的に交通圏の拡大とメガマニラ圏への人口集中を招き、

大気汚染や渋滞などの問題を十分に解決できていないのではないかということを、

大いに感じられているからということで、この点についての見解をお伺いしたい

という御質問をいただいております。 

     若干古いのですが、２００１年１月に、メトロマニラ交通網総合インパクト評

価が行われております。この中では、２０００年までの交通案件プロジェクトを

全て評価いたしまして、導き出されている結果としまして、プロジェクトが実施

されていないものと比較した場合、平均的に混雑率が１０％軽減しているという

こと、また、大気汚染についても、排出量が、例えば二酸化炭素であれば、約４．

２％削減していることなどが明らかにされております。このように、都市交通の

強化に係る事業というものが、経済的にも、また環境的にも効果が高いというこ

とが、この報告書には示されております。 

     さらに２０１４年に実施しております、マニラ首都圏の持続的発展に向けた運

輸交通ロードマップ作成支援調査というものがございまして、こちらでは、マニ

ラ首都圏における一極集中を是正するため、南北通勤網の通勤軸の整備によって、

地域成長拠点を強化していくということが、提案されてございます。今回の２つ

の案件、これらについては、南北の通勤軸を形成することを目的としてございま

す。 

     メガマニラ圏の交通ネットワーク強化、渋滞緩和のための近年の事業というも

のは、多くございますが、例えばメトロマニラ首都圏の交通緩和の渋滞という意

味におきますと、ＬＲＴ１号線の増強事業や南北通勤線の事業、今回の南端、北

端に当たるものですが、マロロス、ツツバンということはやっております。 

     また、周辺都市とのネットワーク強化という意味でも、中部ルソンの高速道路

建設等をさせていただいている状況でございます。 

     １点目は、回答させていただきました。 

  ● ２点目、９０年代に円借款を供与した、国鉄の南線活性化事業の円借款事業の事

後モニタリング結果報告によると、事業の有効性が維持されていない。その原因

をどのように捉えて、今回の２案件では、どのように対策を講じていく予定かと

いう御質問をいただいております。 

     御指摘いただいたように、２００６年度に実施されております、事後モニタリ

ングにおいて、有効性において課題が指摘されております。この内容としては、

評価時から２００６年現在におけるまで、年によって若干の変動はあるが、国鉄

南線の運行実績というのは、低下している。近年の実績は著しく低い。２００６

年９月以降は、台風被害によって運行が休止されている。モニタリング時におい

ては、事業の有効性が維持されていないという御指摘をいただいております。 

     これらの課題の要因としては、幾つか挙げられておりますが、報告書の中で特
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に挙げられているものとしましては、長距離や非高速、いわゆる鈍行、そういっ

た鉄道の需要が限られている。特に事後評価時において、報告書に書かれてござ

いますが、バスのほうが、所要時間や運行本数において、比較優位があるところ

で、こういった記載がございます。 

     もう一つの理由といたしましては、既存路線においては、台風や洪水被害が非

常に多かった。これらに考慮して、全面改修を行う必要があったのに、行われて

いなかったという点が、課題の要因として挙げられております。 

     一方で、南線の通勤線ですが、こちらの乗客数というのは、２００６年の事後

モニタリング実施時は、かなり低下傾向であったものの、その後、２００９年に

新規に車両が導入されたということがございまして、大幅に伸びております。２

００８年は、年間およそ８００万人であったものが、２０１４年、最新のデータ

によりますと、年間約２，５００万人が利用しているということで、国鉄であっ

ても、南線であっても、通勤線というところでいくと、かなりの需要が見込まれ

ると考えられております。 

     今、申しましたところを総合して勘案させていただきますと、マロロス－クラ

ーク鉄道については、マニラ首都圏の通勤需要をキャプチャーしていきたい。ま

た、マロロス－クラーク間の高速移動にも焦点を当てていきたいと考えておりま

す。 

     南線についても、既に需要がかなり見込まれております、南線の通勤線に焦点

を当てて、今後、本案件の事業を形成させていただきたいと考えております。 

  ● ３点目、それぞれ２つの案件で、どの程度の不法移住者が線路脇を占拠している

か。この推測ということと、あと、具体的には、そうした人々にどのような対応

をとっていくのかというところでございます。 

     ２つの案件とも、利用する敷地としては、今のフィリピン国鉄が有している用

地を想定してございます。マロロス－クラーク鉄道、北のほうですが、こちらに

ついては、現時点で確認されているのが、約１００強の構造物になっております。

また、南北通勤事業、南線の通勤線でございますが、こちらは、約３，２００強

の構造物が、現在、用地を不法占拠していると推定されております。 

     こちらについては、ＪＩＣＡの環境社会配慮ガイドライン及びフィリピンの国

内法に基づきまして、用地の取得や住民移転、それに伴う保障がなされるという

想定でございます。移転の規模や保障の詳細については、今後、行われます調査

で確認してまいりたいと考えております。 

     以上です。 

 

〇 小川座長 どうもありがとうございます。 

   それでは、ただいまの説明者からの説明について、コメント、御意見、御質問があ
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れば、お願いしたいと思います。 

   松本委員、お願いします。 

 

〇 松本委員 昨日、この質問を出させていただいて、お答えいただきまして、ありがと

うございます。 

   例えばＪＩＣＡの協力準備調査、報告書を読ませていただくと、最初のほうに、こ

れまでも日本の支援があったにもかかわらず、まだ渋滞が激しくてとか、そういう前

書きが書かれているので、事業の意義はあるのだけれども、そう書かれてしまうと、

これは一体いつまで続くのだろうかと疑問に思ってしまって、こういう質問になって

いるのです。 

   今、おっしゃったように、１５年ぐらい前にやった、総合インパクト調査の報告書

も、プロジェクトを実施していない場合と比べということなのですけれども、実施し

ていなかったら、今のメガマニラがどうであったのかという、もう少し根本的な、つ

まり今ほどの状況がどうであったのかというところを考えたときに、マニラへ行かれ

た方は、いつも渋滞にまみれるので、わかると思うのですが、やればやるほど人が集

まってきて、渋滞が一向に解消しないという印象を持っているので、このあたりにつ

いては、おっしゃったように、もう少し分散をするとか、インフラがますます多くの

人と車を呼び込んで、つくっても、つくっても渋滞であるということがないようにし

ていただきたいとしか、言いようがなくて、この事業をやるなというよりは、むしろ

そういうものをどういうふうに考えて、都市計画をしていくのかというところで、も

う少しフィリピン政府と一緒にやっていただきたいというのが、正直なところであり

ます。 

 

〇 上野（ＪＩＣＡ東南アジア第五課長） ありがとうございます。 

   フィリピン政府、新政権になりまして、特に強調されているところが、新しいワー

ディングなのですが、国家空間戦略というところがございまして、これはＪＩＣＡの

バズワードかもしれませんが、地方の連結性を高めるというところに、かなり力点を

置いてございます。 

   今回も、北はマニラ首都圏の北部のクラークシティの開発に焦点を置きまして、こ

ちらの地方の開発を目指しているところもございますし、また、南線についても、カ

ビテ州の経済特区を充実させていくというところに力点を置いてございますので、１

つは分散ということ、もう一つは、分散されたところで、いかに地方経済が発展して

いくのかというところ、こういった点にも焦点を当てながら、事業を形成させていた

だきたいと考えております。 

 

〇 小川座長 ほかはいかがでしょうか。荒木委員、お願いします。 
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〇 荒木委員 地図を見てみますと、ツツバンからマロロス間というのは、円借款がオー

ケーということになっていたわけです。問題は、マロロスとクラーク・グリーン・シ

ティに行くところですけれども、北が上がっていくわけです。私も何回もクラーク基

地に行ったことがありますけれども、マロロスまでは、客車なので、何とか鉄道需要

はあると思います。ある程度考えられるのでしょうけれども、時間を区切って計画し

ないと、ツツンバ－マロロス、マロロス－クラーク・グリーン・シティを一気通貫で

やるとすれば、これは相当時間がかかると思います。要するに５年や６年はかかって

しまうのではないかと思います。 

   もっと言えば、ここは、現政権にしても、ぜひやりたいということで、要請があっ

たと思います。そうすると、このリスクというのは結構あるので、日本がフィリピン

政府に対して、このリスクをどういうふうに説明するのか。ちゃんと説明をしておか

ないと、赤字路線になってしまう可能性も出てくるので、そこのところの見解はどう

なのでしょうか。非常に危惧している点ではないかと思います。 

   前のマロロス－ツツバンは、ＦＳをやって、それなりの見通しを聞いたのでしょう

けれども、マロロスとクラーク・グリーン・シティの間のＦＳの見通しについては、

明るくないのではないかと思うのですが、いかがでしょうか。 

 

〇 上野（ＪＩＣＡ東南アジア第五課長） ありがとうございます。 

  ● この時期は、特に北伸については、今、冒頭に説明がありましたとおり、ＦＳ調

査がございまして、その中では、クラークの国際空港やクラーク・グリーン・シ

ティの開発によって、需要が創出されることが見込まれている事業だと、私ども

も理解をしてございます。これらの拡張計画とか、クラーク・グリーン・シティ

の計画の実現性、この案件を行うタイミングとの整合性、ここが肝になってくる

と思います。今、御指摘いただいたところは、理解いたしました。 

     若干うろ覚えのところもございますが、過去のＦＳの中で、前提としてありま

したのは、２０１４年当時には、マロロスからクラークにかけての沿線は１７０

万人ぐらいいるとありまして、これがいわゆる卵と鶏ではないのですが、鉄道が

引かれることに伴って、約２倍の３４０万人程度になるというのが、１つの需要

の高まりです。沿線開発、鉄道による需要、人口の増加というのが、１つ考えら

れているところがございます。 

     また、クラーク・グリーン・シティ自体も、今は１５万人を切るぐらいなので

すが、２０３５年ぐらいには９０万人を超えるようなことになるというのが、い

わゆるクラーク・グリーン・シティ開発で描かれている絵図になってございます。

こういった条件のもとでは、本事業というのは、およそフィリピン政府の考えて

いる投資の基準は満たしていると聞いてございます。 
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  ● ただ、今、まさに御指摘いただいたとおり、前提の妥当性、本当に引けばふえる

のかとか、いわゆる開発の計画は実現するのか、その時期はいつなのかといった

ところを踏まえた需要がどうなるのかというところは、精査していく必要がある

と考えてございまして、それに伴って、本事業の実施の方法も、調査の中で整理

してまいりたいと考えております。 

  ● 今、御指摘いただいた中で、直接回答できるところではないものでございますが、

１つ考えられるのは、フェーズ分けをして、いわゆる高速鉄道を先に引きまして、

クラーク・グリーン・シティまでの高速鉄道の需要をキャプチャーするというこ

とでございます。その後、需要を見ながら、通勤需要があるのであれば、通勤線

を引いていくという形での段階的な案件の形成というのも、あり得るべしと考え

てございまして、これらを含めて、総合的に、本事業を実施するタイミングや、

何をどの順番で実施していくのか、そういうところは考えてまいりたいと思って

おります。 

 

〇 荒木委員 その点については、フィリピン政府に、我が国として、事業の可能性とい

うか、フィージビリティーを客観的に明確に伝達しておかないと、今までフィリピン

政権は、２期はできないという法律があって、１期で終わる。大体５年か、６年とい

う見通しがあるわけです。そうすると、その間にできるか、できないかというのは、

政治家の生命にかかわることだと聞いておりますし、その辺は、非常にデリケートな

ところだと思うので、慎重に対応したほうがよろしいのではないでしょうか。 

   もう一点、マロロスとクラーク・グリーン・シティのマロロスのあたりは、一時、

中国がやって、失敗した地域ではないのでしょうか。その辺は、どういうふうになっ

ているのでしょうか。 

 

〇 上野（ＪＩＣＡ東南アジア第五課長） マロロス以降の北伸と呼ばれているところで

すが、御指摘のとおり、以前、中国が一旦手をつけまして、いろいろ不備があったと

いうことで、現場に行かれると一目なのですが、柱が立っていて、中途半端に放って

おかれている状態になってございます。 

   現時点でどうなっているかというと、中国との仲裁裁判が開かれたところで、その

結果についても、出ているやに聞いてございます。 

 

〇 荒木委員 まだ結論は出ていないのですか。 

 

〇 上野（ＪＩＣＡ東南アジア第五課長） 結論として聞いておりますのは、フィリピン

側が敗訴したと聞いてございます。 

 



34 

 

〇 小川座長 ほかはいかがでしょうか。岩城委員、お願いします。 

 

〇 岩城委員 重なるところなのですが、委員の方からも御指摘がありましたように、単

なる鉄道案件、渋滞解消のためとか、通勤のためということだけではなくて、都市開

発という、それも相当規模の大きな都市開発ということになろうかと思うのですけれ

ども、そういった全体のプラン、クラークであったり、マニラ市内全体の今後の長期

の都市計画みたいなところも含めて、本案件を精査する際には、同時並行に、そうい

ったことにも、日本としてかかわっていくということが、もう計画されているのかど

うかというところをお伺いしたいです。 

 

〇 上野（ＪＩＣＡ東南アジア第五課長） ありがとうございます。 

   都市開発ということに、正面というわけではございません。先ほどの御質問の中の

回答にも含めさせていただきましたが、運輸・交通については、全体を見てやってい

く。ただ、その中には、もちろん需要がどういうふうに発生するのか、どの地区に、

どういう都市計画があって、人口動態をキャプチャーしていくのかというところがご

ざいますので、必ずしも都市計画が調査の中の１項目というわけございませんが、需

要の調査等の中では、御指摘いただいたような都市計画を考えていく要素があると考

えております。 

 

〇 岩城委員 マニラもしくは相手国政府からは、そこまで要請されていないので、都市

づくりそのものについては、フィリピン側の計画にのっとって、その中の鉄道案件に

限って、限ってというと、ちょっとあれですけれども、そういった捉え方で本件を見

るのか、もしくはもう少し沿線開発も含めるような形で、まちづくりというよりは、

もっと大きな都市づくりだと思うのですが、そういったものも視野に入っているのか

というところに関心を持っていたので、聞いた次第です。 

 

〇 上野（ＪＩＣＡ東南アジア第五課長） ありがとうございます。 

   その意味では、２つございます。１つは、計画自体の土台は、やはりフィリピン政

府の都市計画に沿いながら行っていく形になりますが、一方で、先ほど沿線開発とい

うところもございましたが、今のはやりでいうＴＯＤ、こういった要素は、今回の事

業の中でも取り入れていきたいと考えてございます。 

 

〇 小川座長 川口委員、お願いします。 

 

〇 川口委員 御説明は非常に難しいと思うのですけれども、また同じような視点で、先

ほどの鉄道を引けば、利用客がふえるかという問題は、まさにおっしゃったように、
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要するに鶏と卵ではなくて、鉄道開発とまちづくりを一体的に整備することによって、

そういう相乗効果が生まれてくるものだと思っています。 

   質の高いインフラ整備というのは、提供するものとか、サービスの質の高さととも

に、私どものところは、質の高いソリューションを提供していくことが、大事だと思

っておりますので、フィリピン政府が考えておられるのだとは思いますけれども、日

本も鉄道開発をするときに、まちづくりと一体で進めることによって、一定の成功を

おさめてきたところもありますので、そういう経験も踏まえながら、アドバイスして

いってあげるというのも、１つのやり方ではないかと思っています。それが１つでご

ざいます。 

   もう一つ、クラーク・グリーン・シティの開発が最初にあるのだと思うのですけれ

ども、どう考えても、ツツバンからマロロスが３８キロです。そこからクラークまで

７０キロ、要するに１００キロを超えるわけです。成田空港よりさらに遠いところな

のですが、今、日本でも職住接近でどんどん戻ってきている時代で、フィリピンのよ

うなところで、本当に１００キロを超えるようなところから通勤されるのか。もっと

言えば、クラークの国際空港が、本当に利便性のある空港として利用可能なのか、す

ごく疑問に感じるところがあるのですけれども、その辺は、どういうふうにお考えな

のでしょうか。 

 

〇 上野（ＪＩＣＡ東南アジア第五課長） クラーク国際空港の拡張計画というのは、新

聞紙上に出たり、浮いたり、沈んだりというところがございますので、今の時点で、

確固としたものは、私から言い切れるところではございません。 

   ただ、一般的に言えますのは、私どもでも、今、追いかけている新しい空港、マニ

ラの新空港というものがございますが、今のフィリピン政府の考えでは、こちらは、

一旦、置いておいて、既往の空港を拡張して使っていこうという動きがあることは、

確かです。そういった中で、クラーク国際空港というのが、今後、拡張していくとい

うことは、傾向としては、確かなものだと考えられます。 

   一方で、今、御指摘いただきましたように、１００キロを超えるところを通勤で使

うのかということは、確かにございます。ここは、まさに、先ほど荒木委員からも御

指摘いただいたように、どれぐらいの需要が、どのときに発生するのかというところ

を見ながら考えていきたいと考えておりまして、まずは空港をおりて、マニラまでい

く方々の足、利便性を高めるという意味での高速鉄道、それから、クラーク・グリー

ン・シティが開発された暁には、そういった人口の方々が、マニラに通勤されること

を前提にした通勤線の敷設等、少し段階を分けながら、需要予測等も踏まえながら、

本事業の案件の形成をしていきたいと考えております。 

   ありがとうございます。 
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〇 石丸（外務省国別開発協力第一課首席事務官） もう一つ補足でございますけれども、

最初の点につきまして、質の高いソリューションとおっしゃいましたが、フィリピン

の国鉄の組織は、技術、運営管理、いろんな点で、まだ不十分な点がございますので、

円借款をやる際には、彼ら自身で運営して、南から北までできるような技術移転も考

えながら、これをフィリピン側に、自分の手で管理して、運営をしていくということ

まで、提示したいと考えております。 

 

〇 小川座長 高橋委員、お願いします。 

 

〇 高橋委員 私も同じような問題意識を持っていまして、既にほかの委員の方々から、

そういう問題意識のもとで、この案件を見ているということも含めて、コメントがあ

ったわけですので、その点、今後、何ができるかというところでは、確かに限界はあ

るのかもしれませんし、フィリピン政府自身がどのようなマスター計画を持っている

のかということ次第かもしれませんが、そろそろＪＩＣＡさんとしても、請負という

感じではなくて、例えばＳＤＧｓなどでも、レジリエントな居住空間をどういうふう

につくっていくかというところで、目標設定があるわけで、そのことは、フィリピン

政府も考えているわけですから、どうやって持続可能な都市、ないしは人間居住空間

をつくるかということにおいて、例えば先ほど不法居住世帯みたいな問題も、ただ単

に、邪魔だから、どういうふうに移転しようかという話ではないわけであって、途中

にそれがあるならば、それを居住空間をつくるための１つのきっかけにすることもで

きるわけです。だから、ただ単に途中のものを排除していくということではなくて、

沿線上でどういうふうにまちづくりを一緒にやっていくかということも含めながら、

一方、向こう側、都市計画に入り込んだような形で、ＪＩＣＡさんも仕事をしていき

ながら、案件を一つ一つプログラム的につくっていくようにしていただければ、私た

ち委員もいろいろとコメントをしていて、コメントのしがいがあるという感じがいた

します。 

 

〇 上野（ＪＩＣＡ東南アジア第五課長） ありがとうございます。 

   非常にハードルが高い御指摘でございますが、１つは、先ほどありました、ＴＯＤ

を含めた形で行っていく。その中に、不法住民の方をどう取り入れていくのかという

ことも、１つあるというのは、アイデアベースとしては出てございまして、そういっ

たところを含めて、事業の形成の中で考えてまいりたいと考えております。 

   御指摘ありがとうございます。 

 

〇 小川座長 荒木委員、お願いします。 
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〇 荒木委員 だめ押しみたいで、申しわけないのですけれども、最後に申し上げたいの

は、これは、間違えなく、中国が失敗したのです。中国が失敗したから、日本は成功

させようという意気込みは、非常に立派だと思うのですけれども、さはさりながら、

借款事業ですから、採算性の問題を十分に考えて、ちゃんとしたアドバイスをフィリ

ピン政府にしておかないと、後々、いろんな意味で、日本の信頼が、特に円借款なり、

ＯＤＡの信頼が落ちることになるので、そこはちゃんとしておいたほうがいいと思い

ます。最後ですけれども、申しわけありません。 

 

〇 小川座長 ほかにございますか。松本委員、お願いします。 

 

〇 松本委員 最後の最後に、私もだめ押しかもしれませんが、２００１年にやったよう

な総合的な評価というのは、そろそろやる時期だと思っています。マニラ、もう少し

拡大した意味でのメガマニラでの道路、鉄道、ＬＲＴ、地下鉄、いろんなものが、今、

動いてきていますので、どこかの時点でせきとめて、どんどん進んでしまっているの

で、それが終わるまで評価の時期ではないと言っていたら、ずっと続きそうですので、

どこかの時点で、どのぐらい効率的・効果的に、これらの事業がお互いにリンクして、

相乗効果を生んでいるのかということを、日本政府としてレビューをした上で、きょ

うの議論にあったような、都市計画、都市開発、あるいはもう少し違う意味での支援

の仕方を考えることが大事だと思いますので、しかるべきときに、総合的な評価をし

ていただきたいと思います。 

 

〇 小川座長 ほかはいかがでしょうか。よろしいでしょうか。 

   たくさんのコメントが委員から出てきたと思いますので、十分に御考慮いただいて、

精査して、進めていただきたいと思います。 

   どうもありがとうございました。 

    

3 事務局からの連絡 

〇 小川座長 それでは、事務局から、連絡事項について、御発言をお願いしたいと思い

ます。 

 

〇 山本（外務省開発協力総括課長） 次回の開催予定日でございますが、次回会議は、

申し合わせどおり、８月２９日の火曜日に開催予定でありますので、御出席のほど、

よろしくお願いしたいと思います。 

   また、あわせて、会議冒頭で申し上げたとおり、本会議は、間もなく開始から６年

が経過いたします。ついては、このタイミングで、会議のレビューを行い、また、よ
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りよい運営方法について、委員の皆様と意見交換を行うこととしたく、民意を通じて、

本会議の目的であるＯＤＡの質と透明性の向上を強化したいと思っておりますので、

できれば、次回会合で、そのための時間を設けたいと考えておりますので、事前にお

知らせします。 

   以上でございます。 

 

〇 小川座長 どうもありがとうございました。 

   お忙しいところ、お集まりいただきまして、どうもありがとうございます。 

   以上をもちまして、第３４回「開発協力適正会議」を終了いたします。どうもあり

がとうございました。 


